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組織構造の公式化と集権化に関する文献レビュー
― サプライチェーン・マネジメント研究への適用に向けて ―

中　野　幹　久
松　山　一　紀

要　旨

　本研究では，組織構造の主要な次元である「公式化」と「集権化」の定義について，文献をレビューする．それらの
結果にもとづいて，サプライチェーン・マネジメント（SCM）研究への適用が議論される．具体的には，需要予測，需
給調整，在庫コントロール，S&OP（sales and operations planning），パフォーマンス管理，SCM改革の企画・推進といっ
たさまざまなタスクを含む企業内 SCM活動に焦点を当てて，公式化と集権化に関する定義と測定指標が SCMの文脈で
新たに提案される．

1．はじめに

サプライチェーン・マネジメント（Supply Chain Management: SCM）の研究領域では，焦点組織

における組織の構造に注目した文献はあまり多くない．そのため，SCMに取り組む企業において，

どのような組織構造を採用すべきかについては，まだ有力な解が提示されているとは言えない．こ

のような状況を踏まえて，最近，筆者らは SCMの組織構造に関する研究を展開してきた．中野・松

山（2015）では，文献レビューにもとづいて，SCMに関する組織構造のタイプ分けを行った．

Nakano and Matsuyama（2016）では，日本の製造業者を対象とした事例研究を行い，分類した個々

のタイプが実際に存在することを確認するとともに，それらのタイプの特徴を整理した．これらの

研究を通して，SCMについて，日本の製造業者ではどのような組織構造のタイプが見られるのかを

概ね把握することができた．例えば，事業の多角化かつ／あるいはグローバル化の程度が低い製造

業者では，SCMに関するプロセスの運営を中心とした「機能別タスク集約組織」やプロセスの運営

と変革の両方に取り組む「機能統合組織」が採用されることが多い．事業の多角化かつ／あるいは

グローバル化の程度が高い製造業者では，プロセスの変革を中心とした「プロセス・スタッフ組織」

を採用する企業が多く見られる．

しかし，これらの研究は，日本の製造業者で実際に見られる SCMの組織構造を把握しただけにす

ぎない．SCMは多くの製造業者で導入され，それにともなって SCM部門を設置する企業も増えて

いる．とはいえ，そもそも SCM部門は必要なのか，さらには SCMに組織的に取り組むこと自体，

本当に必要なのかという素朴な疑問に対して，SCM研究者は現状，実証研究にもとづく答えを提示

できる状況には至っていない．SCMへの組織的な取り組みや SCM部門の必要性に関する問いへの

解を探るなんらかのアプローチが求められる．
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ここでわれわれが注目するのは，組織構造の主な特性として，経営組織論の領域でよく知られて

いる「公式化（formalization）」と「集権化（centralization）」の概念である 1）．後に述べるように，前

者は SCMへの組織的な取り組みの必要性，後者は SCM部門の必要性を検証するための 概念とし

て，適用への方向性が検討される．実は，これらの概念を SCMの組織構造に関する実証研究に取り

入れた研究は過去にも存在する．しかし，それらの先行研究では，経営組織論をはじめとし，その後，

さまざまな領域に適用されていった公式化と集権化に関する数多くの文献の内，ごく一部しか触れ

られていない．そのため，先行研究については，公式化と集権化の概念に関する十分な理解にもと

づいて，SCM研究への適用がなされてきたとは言えない．本研究では，公式化と集権化に関する文

献をレビューして，それらの概念の定義を整理した上で，SCM研究に適用する場合の定義と測定指

標を新たに提案する．

2．研究方法

本研究では，組織構造の主な特性である公式化と集権化に関する文献を収集し，それらの概念の

定義に関するレビューを行う．文献収集は，外国雑誌・論文オンラインデータベースの EBSCOhost

を使って，2017年 5月に実施した．この段階では，英語の学術誌に掲載された論文のみを対象とした．

キーワード検索の条件を表 1に示す．“formalization” と “centralization” については，全文のキーワー

ドとして用いた．これらの条件だけの場合，該当する文献が 2千件近くになるため，タイトルにキー

ワードを入れて絞り込みを行った．用いたキーワードは，“organizational structure”，“social 

structure”，“supply chain”，“logistics”，“marketing” である．この内，“marketing” については，残り

4つのキーワード検索で集めた文献をチェックしている段階で，マーケティングの領域で公式化と集

権化の概念を使った研究が盛んであることがわかり，同年 7月に追加した．各ヒット件数は，表 1

に示す通りである．

次に，レビューの対象とする文献の選別を行った．上記でヒットした個々の文献の全文をチェッ

クして，公式化と集権化の両方あるいはいずれかの定義が明確なものを対象とし，両方とも定義が

あいまいなものは除外した．論文ではなく編集前記（editorial）であったり，参考文献のみに

formalizationと centralizationのキーワードが登場するものも合わせて除いた．結果，62件の論文を

抽出した．さらに，それらの論文から各概念の定義を抜き出し，整理する過程で，引用されている

主な論文や書籍をスノーボール方式で 25件追加した．それらを含めて，合計 87件の文献をレビュー

1）　野中（2013）によれば，現実の組織構造を多次元的に記述する方法は多くの研究者によって開発されてきたが，主
要な次元は 3つに集約されているということについては，ほぼ合意がえられつつある（122頁）．その内の 2つが，「公
式化」と「集権化」である．彼らがあげたもうひとつの次元は「複雑性（complexity）」であり，組織成員の専門職化
（professionalization）の程度を示す次元（指標例：専門職の数，専門家としての活動，専門家としての訓練）を意味す
る．専門職化の概念の SCM研究への適用の方向性については，今後の研究課題としたい．
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の対象とした．

3．文献レビュー

（1）概観

経営組織論の領域において，組織構造の主要な次元である公式化と集権化に関する研究が始まっ

たのは 1960年代の前半からと見られる．よく知られているように，欧米の 2つのグループが別々の

アプローチで初期の研究に取り組んだ．ひとつは，英国・アストン大学の Pughや Hicksonらの研

究グループ（アストン・グループ）であり，制度的な（institutional）データを使う測定手法を用い

ている（e.g., Pugh et al., 1963, 1968）．もうひとつは，米国・ウィスコンシン大学の Aikenや Hage

らの研究グループ（ウィスコンシン・グループ）であり，質問票で集めた組織構成員の認知データ

を使う測定手法を使っている（e.g., Aiken and Hage, 1966; Hage and Aiken, 1967）．これらは，公式

化と集権化に関する研究の原典であり，数多くの文献で引用されている．

付録 1と付録 2からわかるように，70年代までは経営組織論の領域での研究に留まっていたが，

その後はさまざまな領域への適用が見られる．80年代からはマーケティング，90年代にはロジスティ

クス管理やオペレーション管理，2000年代に入ると経営情報や SCMといった領域へと広がっていく．

2010年代になっても，これらの概念を使った研究が盛んに行われていることから，50年以上も研究

が蓄積されてきていることがわかる．

（2）公式化

先行研究で用いられている公式化の概念の定義を並べてみると，さまざまな表現が使われており，

実に千差万別であることがわかる（付録 1参照）．それらの定義は，次のように整理できる．

代表的な定義のひとつは，Pugh et al. （1968）による「ルール，手続き，指示，やりとりが成文化

される程度」（p. 75）である．「ルール（rules）」「手続き（procedures）」「指示（instructions）」「や

りとり（communications）」といった公式化の手段や対象の範囲，つまり何のルールや手続き，指示，

やりとりなのかは，文脈によって異なるだろう．幅広く言えば，「タスク（task）」「職務（job）」「仕

表 1　キーワード検索の条件と件数
全文 全文 タイトル 件数

formalization * centralization * organizational structure 58

formalization * centralization * social structure 3

formalization * centralization * supply chain 9

formalization * centralization * logistics 9

formalization * centralization * marketing 63
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事（work）」「業務プロセス（wok processes）」「業務活動（work activities）」となるが，テーマが絞

り込まれている場合は，例えば「マーケティング活動（marketing activities）」（Chari et al., 2017; 

Vorhies and Morgan, 2003）や「新製品開発タスク（new product development task）」（Garrett et al., 

2006）といったように限定される．公式化の手段や対象は，ルール，手続き，指示，やりとり以外

にもさまざまなものがある．例えば，「方針（policies）」「規則（regulations）」「契約（contracts）」「規

範（norms）」「命令（commands）」「意思決定（decisions）」「行動（behaviors）」「仕事上の関係（working 

relationships）」「権限関係（authority relations）」「責任（responsibilities）」「権利（rights）」「義務（duties）」

「役割（roles）」「処罰（sanctions）」「パフォーマンス基準（performance standards）」「情報（information）」

である．成文化される場合の媒体はたいてい「文書（written documents）」であり，例えば「社規

（administrative regulations）」「職務記述書（job descriptions）」「手引き（handbooks）」「作業指示書

（operating instructions）」「組織図（organizational charts）」があげられる．これらの媒体にどうされ

るのかについては，「成文化される（writeあるいは codify）」以外にも，「明記される（formulateあ

るいは specify）」「規定される（prescribeあるいは regulate）」「定義される（define）」「記録される

（record）」「要約される（encapsulate）」といった表現が用いられる．また，「標準化される（standardize）」

「確立される（establish）」「決められる（determine）」といった言葉が使われることもある．「標準

化（standardization）」については，Pugh et al. （1963）では公式化とは別次元として取り扱われてい

たが，Aiken and Hage（1966）では公式化の中に集約されおり，その影響を受けているのではない

かと考えられる．これらの定義は，図 1にまとめられる．

組織の公式化については，ルールや手続きを成文化したり標準化するだけでなく，組織としてそ

れらをどの程度適用しているのかを意味する定義も見られる．例えば，Duncan（1976）は，「ある

職務の遂行において，ルールや手続きに従うことを重視すること（emphasis）」（p. 175）と定義して

いる．名詞の “emphasis” の部分に動詞の “emphasize” が使われたり，「使う（use）」「依存する（rely 

on）」といった言葉が用いられる場合もある．この定義は，図 2のようにまとめられる．

図 1　公式化の定義（その 1）
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組織におけるルールや手続きの適用の程度については，ほかの表現も使われている．例えば，

Walker and Ruekert（1987）は，「意思決定や仕事上の関係が公式的なルールや標準的な方針，手続

きによって統治される（govern）程度」（p. 27）と定義している．また，Mrela（1980）は，「組織活

動における自由裁量が規則によって制約される（constrain）程度」（p. 73）と定義づけている．これ

らは，初期の研究である Aiken and Hage（1966）の定義，「標準からの許される逸脱の程度（the 

amount of deviation that is allowed from standards）」（p. 499）の逆の意味になっているとみなすこと

ができる．この定義をまとめると，図 3のようになる．

さらに，ルールや手続きが順守されているかどうかを見極めることを意味する定義もある．Hage 

and Aiken（1967）は「ルールの監視（rule observation）」と呼び，「仕事を担当する人が，成文化さ

れたものによって形成される標準にしたがうことを監督される（supervise）程度」（p. 79）と定義し

ている．ほかにも，「監視される（observe）」「検査される（check）」「注視される（watch）」といっ

た言葉も用いられる．この定義をまとめたものが図 4である．

以上のように，先行研究における公式化の概念定義は 4種類に整理することができる．

図 2　公式化の定義（その 2）

図 3　公式化の定義（その 3）

図 4　公式化の定義（その 4）
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（3）集権化

先行研究で用いられている集権化の概念の定義にも，さまざまな表現が使われている（付録 2）．

公式化の場合と同様に，下記に整理してみよう．

大多数の定義は，「意思決定の権限の所在（the locus of authority to make decisions）」（Pugh et al., 

1963, p. 304）を別の言葉で説明している．所在以外でよく使われる言葉は，「階層（hierarchy）」で

あり，「階層的な位置（hierarchical position）」「階層関係（hierarchical relationship）」といった表現

が見られる．同様に，よく用いられているのは「垂直的な（vertical）」という言葉であり，例えば「垂

直的な分布（vertical distribution）」「垂直的な指揮命令系統（vertical command system）」といった

表現を使って，縦方向での権限の所在を意味している．場所を指定する場合も多く，例えば，「上位

レベル（upper levelsあるいは higher levels）」「トップ・マネジメント・レベル（top management 

level）」「特定のレベル（a specific level）」「頂点（apex）」といった文言をあげることができる．これ

らは縦方向での権限が集まる場所を意味しているが，必ずしも縦を意識していないものもある．例

えば，「1 ヶ所（a single point）」「比較的少数の個人の手の中（in the hands of relatively few 

individuals）」「専門のスタッフ機能（a specialized staff function）」「数人によるプロジェクト（a 

project by a few people）」である．さらには，特定部門に注目する場合もある．Stanley（1993）は，「購

買部門（buying unit）」を集約した場合（本社あるいはいくつかの地域・事業単位）と分散した場合（各

事業・工場単位）を比較している．Ranganathan et al. （2004）は「IT部門（IT unit）」を取り上げ，

IT活動に対する意思決定の責任が，生産やロジスティクスなどの機能部門（functional business 

units）ではなく，IT部門に所在する程度と定義している．

ここで，Koufteros and Vonderembse（1998）や Koufteros et al. （2014）では，2種類の意思決定が

分けて議論されている．ひとつは，戦略レベル（strategic level）やマクロ・レベル（macro level）

のものであり，もうひとつは業務レベル（work-related level）やミクロ・レベル（micro level）のも

のである．この分類を参考にすれば，集権化について，縦方向では戦略レベルの意思決定，あるい

は戦略レベルと業務レベルの両方の意思決定を見ている可能性があるが，特定部門に目を向ける場

合は業務レベルの意思決定のみに着目しているようである．

「権限（authority）」については，ほかにも「権力（power）」「権利（right）」といった言葉が用い

られることもある．また，先述した特定部門を対象とした研究（Ranganathan et al., 2004; Stanley, 

1993）では，「責任（responsibility）」も含まれている．興味深いのは，初期の研究である Pugh et al. 

（1963）が，「公式的な（formal）」あるいは「制度上の（institutional）」権限だけでなく，「知識や経

験から生じる権威（authority stemming from knowledge and experience）」（p. 304）に注目していた

ことである．また，「意思決定（decision-making）」以外の権限にも目が向けられている．例えば，

Hall（1977）では「評価（evaluation）」，Budde et al. （1982）では評価に加えて「統制（control）」，

Lee et al. （2015）では「行動（action）」が含まれている．そして，権限（または権威）は縦方向（ま

たは特定部門）のどこかに「集中する（concentrate）」わけであるが，ほかにも「特定の場所に集中
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する（localize）」「所在する（reside）」「限定される（confine）」「位置づけられる（situate）」といっ

た文言が使われることもある．逆に分散の程度を意味する場合は，「委譲される（delegate）」「分散

される（disperse）」「共有される（share）」といった表現になる．以上の定義をまとめると，図 5の

ようになる．

別の視点から集権化を定義したのが，Aiken and Hage（1966）による「意思決定への参加の程度

（participation in decision-making）」（p. 498）である．参加するという動詞には，“participate” 以外に，

“take part in” という連語が使われる場合もある．参加するのは，組織の「構成員（members）」や「従

業員（employees）」であり，「業務レベル」よりも「戦略レベル」の意思決定を対象として，縦方向

の参加者の割合に関心があることが伺える．この定義は，図 6のように整理できる．

このように，先行研究における集権化の概念定義は 2種類に整理される．

4．考察

文献レビューから得た知見を踏まえて，本節では公式化と集権化の概念を SCM研究にどのように

適用できるのかについて議論する．

前節でも触れたように，1990年代から，SCMの一部とみなされるロジスティクス管理やオペレー

ション管理の領域において，公式化や集権化の概念を使った理論的・実証的な研究が行われてきた．

付録 1および 2に整理したように，ロジスティクス管理では Daugherty et al. （1992），Bowersox and 

Daugherty（1995），Germain（1996），Mollenkopf et al. （2000），オペレーション管理では Koufteros 

図 5　集権化の定義（その 1）

図 6　集権化の定義（その 2）
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and Vonderembse（1998），Vickery et al. （1999），Huang et al. （2010）といった文献の存在を確認で

きる．Koufterosは共同研究者とともに，その後，SCMの領域に研究焦点を広げ，組織構造とサプ

ライチェーン統合の関係を分析している（Flynn et al., 2016; Koufteros et al., 2014）．

これらの文献と比べて，より多くの先行研究を引用した上で，公式化と集権化の概念を定義した

のが Kim（2007）である．筆者らの知る限り，Soo Wook Kim（ソウル国立大学）のこの論文が

SCMの組織構造に関する先駆的な研究であるとみなされる（中野・松山, 2015）．彼は，公式化を「意

思決定や仕事上の関係が公式的なルールや標準的な方針，手続きによって統治される程度」，集権化

を「SCMに関する意思決定の権力が，あるひとつの組織に集中する程度」と定義している（Kim, 

2007, p. 325）．公式化の定義では，ロジスティクス管理領域の Daugherty et al. （1992）を引用してい

るが，この定義はそもそもマーケティング領域のWalker and Ruekert（1987）によって提示された

ものである．これらの定義にそって，それぞれ 3つの測定指標が設定されている（表 2）．Kim（2007）

の定義や指標を参考にしつつ，以下では，筆者らの新たな定義と指標を提案しよう．

SCMの研究において常に問題となるのは，どこからどこまでの業務活動を対象とするのかという

ことである．われわれの関心は，製造業者を焦点組織とした組織構造であるため，川上のサプライヤー

や川下の顧客との関係を取り扱う企業間の SCM活動は対象外となる．しかし，企業内の SCM活動

と一口に言っても幅広い．Kim（2007）は「ロジスティクス活動」に絞っているようであるが（表 2

参照），実はこの言葉も多義的である．輸配送や保管，荷役，受注処理といった狭義のロジスティク

スを意味するのか，それとも生産計画まで含めた広義のロジスティクスを想定しているのかを明確

にしておく必要があるだろう（中野・松山, 2015, 23頁の図 1参照）．参考になるのは，3.3項で紹介

した Stanley（1993）である．購買活動を対象とした彼女の研究では，例えば購買する原材料のタイ

プの決定，仕様の定義，供給源の評価，サプライヤーの選定，サプライヤーとの交渉，購買の承認

といった購買プロセスのタスク毎に構造特性が違うことが示唆されている．SCM活動においても，

企業内のサプライチェーン・プロセスを構成するタスクを具体的に設定した上で，組織構造を調査

することが望ましいのではないかと筆者らは考える．

本研究では，①需要予測，②需給調整（需要予測と供給制約の調整），③在庫コントロール，④

S&OP（Sales and Operations Planning），⑤パフォーマンス管理，⑥ SCM改革の企画・推進という

6つのタスクを想定してみた．いずれも，タスクに投入される資源（例：情報）をさまざまな部門か

表 2　Kim（2007）における公式化と集権化の指標

公式化
・ロジスティクス活動に対する目標，ルール，方針，手続きが正確かつ明示的に記される程度
・役割や役割関係が構造上の地位を占める個々人の個人的特性から独立して規定される程度
・戦略計画へのロジスティクス・マネジャーの参加

集権化
・ロジスティクスに関する意思決定の権力が該当部門に集中する程度
・該当部門の責任者に報告する部下の数
・ロジスティクス活動が該当部門に集中する程度



中野　幹久・松山　一紀：組織構造の公式化と集権化に関する文献レビュー 229

ら集める必要があり，かつタスクの成果がさまざまな部門に影響を及ぼすことから，生産，販売，

物流といった機能部門のどこかに割り当てることが難しい，機能横断的なタスクである．②⑤⑥の 3

つは，日本の製造業者における組織構造のタイプを実証した Nakano and Matsuyama（2016）でも採

用したタスクである．残りのうち，①と③は Kim（2007）が SCMタスクとみなしているものである

（p. 329の Figure 1）．④は事業方針（戦略，目標）とオペレーションを連動させることを目的とした，

最近注目されているプロセスである．表 3は，これらのタスクを例にして，3節で整理した概念定義

を参考に，公式化と集権化の測定指標を検討したものである．順番に説明しよう．

表 3　SCM研究における公式化と集権化の測定指標
構造特性 指標 文献

公式化

需要予測における自由裁量が標準的な手続きによって制約される程度
The degree to which the discretion of demand forecasting is constrained by 
standardized procedures

Aiken and Hage （1966）,
Mrela （1980）

需給調整が標準的な手続きによって運営される程度
The degree to which demand-supply matching is governed by standardized procedures

Kim （2007）

在庫コントロールにおける基準在庫量からの許容される逸脱の程度
The amount of deviation that is allowed from standard inventory quantity in inventory 
control

Aiken and Hage （1966）,
Dewsnap and Jobber （2000）

S&OPプロセスにおいて，需要予測かつ／あるいは需給調整の意思決定が事業方針に
影響される程度
The degree to which decisions of demand forecasting and/or demand-supply matching 
is governed by business policies in S&OP process

Kim （2007）

SCM活動に対する KPIが明確に定義される程度
The degree to which KPIs for SCM activities are clearly defined

Dewsnap and Jobber （2000）

パフォーマンスの実績が SCM活動の計画によって設定された KPIの基準値を満たし
ているかどうかを監督される程度
The degree to which actual performance is supervised in conforming to the standards 
of KPIs established by the plan of SCM activities

Dewsnap and Jobber （2000）,
Hage and Aiken （1967）

SCM改革の遂行について，成文化された方針（例：中期経営計画）に従うことを組
織が重視する程度
The degree to which an organization emphasizes following written policies （e.g., 
medium-term management plan） in performing SCM reforms

Duncan （1976）, Flight and
Palmer （2013）

集権化

需要予測の決定権があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the power to make decisions of demand forecasting is concentrated 
in a department

Kim （2007）

需給調整の決定権があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the power to make decisions of demand-supply matching is 
concentrated in a department

Kim （2007）

在庫コントロールにおける基準在庫量の決定権があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the power to make decisions of standard inventory quantity in 
inventory control is concentrated in a department

Kim （2007）

S&OPプロセスにおいて，事業方針にもとづいた需要予測かつ／あるいは需給調整の
決定権があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the power to make decisions of demand forecasting and/or 
demand-supply matching on the basis of business policies in S&OP process is 
concentrated in a department

Kim （2007）

SCM活動に対する KPIの責任があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the responsibility of KPIs for SCM activities is concentrated in a 
department

Kim （2007）, Ranganathan et
al. （2004）, Stanley （1993）

SCM活動に対するパフォーマンスの評価・統制があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which performance evaluation and control for SCM activities are 
concentrated in a department

Budde et al. （1982）, Kim
（2007）

SCM改革の企画に関する決定権があるひとつの部門に集中する程度
The degree to which the power to make decisions of SCM reforms planning is 
concentrated in a department

John and Martin （1984）, Kim
（2007）
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公式化については，図 1～ 4に示すように，さまざまな表現で概念が定義されていた．SCM活動

についても，タスクによって表現を工夫する余地があるのではないかと考えられる．例えば，①需

要予測には，SCP（Supply Chain Planning）のように予測のロジック（計算式）が組み込まれたツー

ルを使った公式的な（formal）予測と予測者自身が持つ知識や経験にもとづく直観的な（intuitive）

な予測がある（中野, 2016）．おおまかに言えば，前者では誰が担当しても同じ予測値になり，後者

では担当者によって予測値が違う．そこで，Aiken and Hage（1966）の「仕事が標準化される程度」

とMrela（1980）の「組織活動における自由裁量が規則によって制約される程度」という定義を組

み合わせて，「需要予測における自由裁量が標準的な手続きによって制約される程度」という指標を

考案した．

②需給調整には，先述した Kim（2007）の定義，「意思決定や仕事上の関係が公式的なルールや標

準的な方針，手続きによって統治される程度」がそのまま当てはまりそうである．ただし，“govern”

を「統治（される）」ではなく「運営（される）」という表現に変更して，「需給調整が標準的な手続

きによって運営される程度」とした．

③在庫コントロールは，基準在庫量（平均値あるいは上限値・下限値）を維持するタスクである．

そこで，パフォーマンス基準（performance standards）を公式化の対象とした Dewsnap and Jobber

（2000）を参考に，Aiken and Hage（1966）の「標準からの許される逸脱の程度」という表現を適用

して，「在庫コントロールにおける基準在庫量からの許容される逸脱の程度」とした．逸脱の程度が

高いほど，公式化の程度は低くなるため，ほかの変数とは逆の関係になる．

④ S&OPにも，Kim（2007）の定義が当てはまりやすい．“govern” を「統治（される）」ではなく

「影響（される）」と言い換えて，「S&OPプロセスにおいて，需要予測かつ／あるいは需給調整の意

思決定が事業方針に影響される程度」と表現できる．

⑤パフォーマンス管理については，2つの指標を設定した．というのも，日本の製造業者では，

SCM活動に対する重要業績指標，いわゆる KPI（Key Performance Indicators）がそもそも設定され

ていない現象を確認できるからである（Nakano et al., 2017）．そこで，先述の Dewsnap and Jobber

（2000）の定義，「組織が役割，責任，パフォーマンス基準を明確に定義する程度」を使って，「SCM

活動に対する KPIが明確に定義される程度」という指標をまず作成した．加えて，設定された KPI

の基準値が順守されているか否かが重要になるだろう．Hage and Aiken（1967）が提示した「ルー

ルの監視（rule observation）」の問題である．そこで，彼らの定義，「仕事を担当する人が，成文化

されたものによって形成される基準を満たしているかどうかを監督される程度」を用いて，「パフォー

マンスの実績が SCM活動の計画によって設定された KPIの基準値を満たしているかどうかを監督

される程度」という指標も設定した．

⑥ SCM改革の企画・推進では，機能部門（例：販売部門）の気が進まなかったり，同部門が消極

的な態度を示す場合がある（Nakano et al., 2013）．よって，SCM改革を行うことが，組織として公

式的に認められているのか否かが問題になる．Duncan（1976）の定義，「ある職務の遂行において，ルー
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ルや手続きに従うことを重視すること」をベースに，Flight and Palmer（2013）の表現，「構成員の

役割遂行において，ルールや手続きを組織が重視する程度」を使って，「SCM改革の遂行について，

成文化された方針（例：中期経営計画）に従うことを組織が重視する程度」と表現した．

以上の 7つの指標をもとに，SCM研究における公式化の概念を筆者らは次のように定義する．

・SCM活動が標準的な手続きによって運営される程度．

あるいは SCM活動における自由裁量が標準的な手続きによって制約される程度

・SCM活動について成文化された方針を重視する程度

・SCM活動について基準を満たしているかどうかが監督される程度

集権化については，IT部門と機能部門との間の集中／分散をとり上げた Ranganathan et al. （2004）

（3.3項参照）を参考にして，SCMタスク集約部門と機能部門との間の集中／分散を対象とする．つ

まり，垂直的な（縦方向の）分布ではなく，特定部門と機能部門との間の分布に注目する．よって，

戦略レベルよりも業務レベルの意思決定（Koufteros and Vonderembse, 1998; Koufteros et al., 2014）

が中心になる．こうしたことは，Kim（2007）でも暗黙的に意識されていたのかもしれないが，こ

こではそれらを明示しておく．定義のパターンについても，「意思決定への参加の程度」（図 6）では，

戦略レベルの意思決定における縦方向の参加の割合に関心があると思われる．よって，「意思決定の

権限の所在」（図 5）がわれわれの定義のベースになる．公式化の指標と同様，6つのタスクについ

て順番に説明しよう．

①需要予測，②需給調整，③在庫コントロール，④ S&OPについては，「SCMに関する意思決定

の権力が，あるひとつの組織に集中する程度」という Kim（2007）の定義がそのまま使える．それ

ぞれ，「需要予測の決定権があるひとつの部門に集中する程度」「需給調整の決定権があるひとつの

部門に集中する程度」「在庫コントロールにおける基準在庫量の決定権があるひとつの部門に集中す

る程度」「S&OPプロセスにおいて，事業方針にもとづいた需要予測かつ／あるいは需給調整の決定

権があるひとつの部門に集中する程度」といった指標になる．英語表現では，Kim（2007）にならっ

て “power” という単語を使っているが，これには制度上の権限だけでなく，知識や経験から生じる

権威（Pugh et al., 1963）も含んでいることを明示しておきたい．

⑤パフォーマンス管理については，「意思決定の権力」以外を対象とした指標を設定する．ひとつは，

責任の集中／分散をとりあげた Stanley（1993）および Ranganathan et al. （2004）を参考にした，「SCM

活動に対する KPIの責任があるひとつの部門に集中する程度」である．もうひとつは，評価・統制

活動を含めた Budde et al. （1982）を参考にした，「SCM活動に対するパフォーマンスの評価・統制

があるひとつの部門に集中する程度」である．

⑥ SCM改革の企画・推進では，何を集中／分散の対象とするのかで意見が分かれるかもしれない．

本研究では，「マーケティングの計画活動についての意思決定（decisions about marketing planning 

activities）」を対象とした John and Martin（1984）からヒントを得て，「SCM改革の企画に関する決
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定権があるひとつの部門に集中する程度」という指標を設定する．

以上の 7つの指標から，SCM研究における集権化の概念について，筆者らは「SCM活動に関す

る意思決定の権力や評価・統制活動，責任があるひとつの部門に集中する程度」という定義を提案

する．

5．示唆と課題

本研究では，組織構造の主な特性である公式化と集権化の概念に関して，文献レビューにもとづ

いて，SCMの文脈からの定義を新たに提案した．それらの定義は，先駆的な研究とみなされる Kim

（2007）と比べて，両概念への理解を深めた上で，SCMの特徴である活動の幅広さに配慮しつつ，

対象を絞り，表現を工夫している．

1節で述べたように，われわれは，そもそも SCM部門は必要なのか，さらには SCMに組織的に

取り組むこと自体，本当に必要なのかという素朴な疑問に対する解を提示できていない．4節で提示

した定義や測定指標を使えば，需要予測，需給調整，在庫コントロール，S&OP，パフォーマンス管

理，SCM改革の企画・推進といったタスクを含む SCM活動について，組織的な取り組み（公式化）

や特定部門への権力の集中（集権化）の程度を把握することができる．そして，SCMに関する公式

化や集権化の程度と，サプライチェーン・プロセスの統合の程度やオペレーションのパフォーマン

スの間にどのような関係が見られるのかを確認できれば，SCMへの組織的な取り組みや SCM部門

の必要性について言及できるのではないかと筆者らは考える．つまり，SCMにおける構造，プロセス，

パフォーマンスの関係の分析が求められる．

SCMの領域では，プロセスやパフォーマンスに関する実証研究は数多く蓄積されてきたが，企業

内の組織構造についての実証はそれほど多く取り組まれてこなかった（Nakano and Akikawa, 2014）．

公式化と集権化のような組織構造の 概念についての理解を深め，SCMの文脈でそれらを適用して

いくことで，今後は SCMに関するより包括的な分析が可能になるだろう．
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Literature review on formalization and centralization of organizational structure:

Toward their applications to supply chain management research

Mikihisa NAKANO

Kazuki MATSUYAMA

ABSTRACT

This study conducts a literature review of the definitions on “formalization” and “centralization,” which are the main 

dimensions of organizational structure. Based on these results, their applications to supply chain management（SCM）

research are discussed. Specifically, focusing on internal SCM activities including various tasks such as demand forecasting, 

demand-supply matching, inventory control, sales and operations planning（S&OP）, performance management, and 

planning and steering of SCM reforms, the definitions and measures on formalization and centralization are newly proposed 

in the SCM context.
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